【福祉保健部会議録フォーマット】

平成27年度第４回市民福祉推進委員会　会議録要旨
	１　日　時
	平成28年２月２日（火）　午後６時30分から午後８時30分

	２　場　所
	防災センター302・303会議室

	３　出席者
	委員長　宮城　孝　副委員長　熊井　利廣
委　員　大内　陽人　神田　 武　柴田　時夫　鈴木 　茂
　穐山　伸芳　藤川　雅彦　塩谷　達昭　髙橋　信幸
　眞保  智子　橋爪  克幸　富永　淑子　松坂 　誠
  平林　浩一　小泉　一夫
事務局　地域福祉課長（岡本　起恵子）
高齢障がい課長（浅見文恵）
　　　　地域福祉課　地域福祉係（佐藤　葉月）

	４　欠席者
	松永　貴美　桑田　富士子　若松　博子　山口　久美子　阿部  利彦

	５　資　料
	【資料１】第３次あいとぴあレインボープランの計画期間について

【資料２】第４次あいとぴあレインボープラン策定スケジュールに
ついて（予定）

【資料３】平成28年度市民福祉推進委員会開催日程（案）

【資料４】平成27年度第３回市民福祉推進委員会会議録要旨（案）

【資料５】新規学童クラブの開設について
【資料６】小規模保育事業及び家庭的保育事業の開設について
【資料７】福祉基本条例の改正について

【参考資料】狛江市の福祉関係計画について

	６　議　題
	１．審議　第３次あいとぴあレインボープランの計画期間について

２．審議　第４次あいとぴあレインボープラン策定スケジュールに
ついて（予定）

３．報告　平成28年度市民福祉推進委員会開催日程（案）について

４．その他

	７　議　事
（１）第３次あいとぴあレインボープランの計画期間について【資料１】

（事務局）

　《資料１により説明》
（委員長）
　現在、高齢者、障がい者関係の計画期間は、３年サイクルであり、現在の地域福祉計画である第３次あいとぴあレインボープランの計画期間が５年間であることから、高齢、障がい両計画に合わせる意味で、第４次のあいとぴあレインボープランを平成30年度からの６年サイクルとし、中間年次の３年後に、高齢・障がい両計画の改訂とともに中間見直しを実施するという案である。各委員からご意見・ご質問があれば、お願いしたい。
（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
　意見として２点申し上げたい。１点目としては、地域福祉計画が、狛江市の総合的な施策の方向性を示すものということを踏まえて、高齢・障がいの計画と計画期間を合わせるのは良いことだと思う。しかし、１年間延ばしますというだけでは、平成29年度に何を実施するのかが空白になってしまう。簡単でよいので、暫定計画のようなものをこの委員会に諮っていただきたい。２点目は、平成30年度からの第４次あいとぴあレインボープランについて、この資料では「地域福祉計画・生活困窮者自立支援計画」となっているが、生活困窮者自立支援計画は、地域福祉計画の中に含めることとされているため、タイトルとしては「地域福祉計画」で良いのではないか。
（事務局）
　今回、新たに生活困窮者自立支援計画を含めたため、わかりやすいようにこのような表記にした。実際には、おっしゃるとおり地域福祉計画の中に、生活困窮者自立支援計画を含めることとなる。
（委員）
　計画期間を合わせるのは良いことだと思う。第４次の計画は平成30年度から35年度を予定しているということだが、今後は６年間の計画で地域福祉計画を改定していくということか。
（事務局）
　そのように考えている。
（委員長）
　６年間という期間は長いが、中間年度に見直しを行うということなので、しっかりとＰＤＣＡサイクルを実施し、進捗管理していただければ、良い計画となると思う。
第３次あいとぴあレインボープランの計画期間を１年間延伸するということで、了承してよろしいか。
異議なく、了承。

（２）第４次あいとぴあレインボープラン策定スケジュールについて（予定）

　　【資料２】

（事務局）

　《資料２により説明》

（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
　先ほど説明のあった資料１と合わせて考えると、第４次あいとぴあレインボープランの策定スケジュールは、高齢・障がいの両計画の策定についてもこのスケジュールで行うということか。
（事務局）
　そのように考えている。
（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
　無理だと思う。特に平成29年度のスケジュールについては、市民意識調査の結果が年明けにまとまって、その結果を踏まえて計画を７月までに策定し、パブリックコメントの募集を行うことは、大変難しいと思う。他の委員はどう思われるか。
（委員）
　難しいと思う。

（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
前回の計画策定についても、11月に市民説明会を行い、12月にパブリックコメントの募集を行ったが、そのスケジュールでも実施計画の年次計画については詰めきれていなかった。そのことを考えると、スタートをもっと早めるか、パブリックコメントの募集をもう少し後ろ倒しにするかしたほうが良いと思う。
（事務局）
　市民意識調査については、事務局でももっと早い時期に実施したいと考えていたのだが、厚生労働省から調査項目が示されるのが今までは11月の下旬から12月にかけてであるということで、今回お示ししたスケジュールになった。
（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
　狛江市として、調査したい項目をしっかりと検討していけば、厚生労働省の示す設問文については、あまり気にする必要はないのではないか。
（事務局）
　必ず聞かなくてはならない必須項目というものがあるため、調査に関しては、その時期にせざるを得ない。
（委員長）

　サービス量を計るために、必須の調査項目があるのは、やむを得ないことである。
事務局側としては、前回の反省も含めて、早めに取り掛かりたいという希望があるのではないか。前回の反省を踏まえつつも、十分に審議の機会を確保するということが大切であるから、具体的な工程表について、次回以降示していただきたい。
（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
　例えば、本体の地域福祉計画についてはこのスケジュールで策定し、高齢・障がいの計画についてはそれぞれのスケジュールで策定して、最後に１本の計画とするというのなら多少納得できるが、全てこのスケジュールで行うのは無理だと思う。
（委員長）

　前回の計画策定の際の反省を活かしつつ、具体的な工程について盛り込んだものを次回の委員会で示していただければ、リアリティのある策定スケジュールとなると思うので、お願いしたい。
（事務局）
　高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長のおっしゃることももっともであるが、平成29年度のスケジュールについては、実際にやってみないとわからないところもあるため、理想として組んである。実際にやってみて、多少後ろ倒しになることもあるかもしれないが、だからこそ早めに予定をしておきたい。具体的な工程について検討し、次回以降にお示ししたい。
（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
　細かい作業を積み重ねた工程表を作成していただきたい。
（委員長）
　中間報告のパブリックコメントも、完成度によって実施時期は異なってくると思う。完成度の高いもので市民の意見を聞くのか、大枠のラフなもので市民の意見を聞くのか。市民意識調査を実施した上で計画を策定するので、一度市民の意見を聞いているということから、案を固めてから実施する方が良いのではないか。その意味では、９月にパブリックコメントの募集というのはスケジュール的に厳しいかもしれない。
　また、調査の対象については、どのような方を対象とするのか。
（事務局）
対象については、皆様にご相談をしながらと考えてはいるが、無作為での抽出となると思う。どのような方を対象とするのかについては、設問設計部会で検討していきたい。市として調査したい項目を設問設計部会で検討していただき、そこに厚生労働省から示された設問文を足したものを調査票としたいと考えている。

（委員長）

　例えば、生活困窮に関連して、児童扶養手当の対象者に対して他の自治体でアンケートを行った。このアンケートについては、回収率が良く、約40％の方に回答していただいた。子どもの貧困率については、16.3％ということで、注目されているが、ひとり親世帯の生活状況については、ほとんど見える化されていない。
　また、８０５０問題というものがある。これは、高齢の親と35歳以上の未婚の子どもの世帯が増えているという問題で、全国で320万世帯といわれているが、やはり生活状況については、ほとんど把握されていない。

　加えて、介護人材の問題もある。山形県の鶴岡市でホームヘルパーの方を対象に行ったアンケートでは、対象者の90％の方が給与や待遇の向上を望んでいるという結果が出ている。また、34パーセントが60歳以上ということである。
（委員）

　それに関連して、狛江市内でヘルパーの事業所を対象にアンケート調査を行ったので皆様にご報告したい。

　調査対象の事業所は６箇所、対象者数は述べ人数で150人程度であるが、ヘルパーさんの平均年齢を算出したところ、62.29歳という結果になった。
　この結果を知っていただいた上で、介護人材の確保というのは、全国的に本当に厳しいということを知っていただきたい。
　行政でできることは、介護報酬等の国で決まっていること以外にもあると思う。例えば、地方の自治体等は子育て世帯を誘致するために、住む家を用意したりなどと、いろいろと工夫する時代になってきている。

　行政がそういった施策を行っていただかないと、何も変わっていかないのではないかという思いがある。今回調査した中の事業所では、青森県の高校に求人を出して、そこから雇用し若い人を育てるという仕組みを作っている。こういった取り組みは、事業所単位で行うのは非常に大変である。行政の力であれば、できることがあるのではないかと思う。この平均年齢に危機感をもっていただき、何かしらできることで良いので、取組んでいただきたい。
（委員長）
　地域包括ケアといっても、介護人材がいなければ成り立たない。東京都では、空き家を活用し、介護人材に貸し出すという政策を打ち出すなど、各自治体で介護人材の確保に向けて色々と取り組みが始まっている。

（高齢小委員会・医療と介護の連携推進小委員会委員長）
　今までの調査対象者は介護をされる方やその家族の調査であったが、今の話を聞くと、介護をサポートしている側の実態や状況を調査することも重要ではないかと思う。保険者として、介護基盤の整備は使命であるので、サービスを受ける側だけでなく、その担い手側の調査をしたらどうか。
（委員）
　それに関連して、介護をサポートしている方々の職種を書き出してみたら、20種類以上あった。その介護をサポートしている方々の事業所の一覧や役割などを具体的に書き出した資料があると、狛江市の介護を取り巻く環境が見えてくると思う。

　また、先ほどおっしゃったように介護人材の実態や状況を把握し、それを積み上げて、具体的な施策に活かしていただきたい。
（委員）

　先ほどのヘルパー事業所のアンケート調査について、補足すると、対象者の150人のうち、３分の１から半分位は重複している。ヘルパーの方は、何箇所かの事業所を掛け持ちする方も多い。したがって、実人数は、調査数よりだいぶ少ない。それだけ介護人材は少ないという実情をわかって欲しい。何かしらの手を打たないといけないと思う。
（委員長）

　社会福祉協議会の状況はどうか。
（委員）

　募集はしているが、なかなか集まらないのが実情で、人数は横ばいとなっている。現在38人のヘルパーが登録している。高齢化も進んでいる。
（委員長）

　社協は独自で調査もできるので、検討していただきたい。

　別の調査では、家庭との両立で、勤務時間の調整の希望なども出ている。常勤、非常勤の別や年齢などで要望は違ってくると思うので、できるだけきめ細かい要望を拾い上げられると良いと思う。
　そんなことも含めて、意識調査について検討していっていただきたい。

　スケジュールについては、次回もう少し精査して、具体的なものを提示していただくということで、よろしいでしょうか。

　異議なく、了承。
（３）平成28年度市民福祉推進委員会開催日程（案）について【資料３】
（事務局）

　《資料３により説明》
（委員）

　この委員会では、計画の進捗管理や、計画の実施状況についての評価等は行わないのか。
（委員）

　各計画に、実施計画の年次計画があるので、その実施状況の進捗管理や評価は行っている。
（委員）

　年度途中の評価や、事業の振り返りなどは行わないのか。市の代表として会議に参加させていただいているので、市民の声が反映されているのか、策定された計画はきちんと実施されているのかを確認させていただきたいと思い、このような意見を言わせていただいた。
（委員長）

　委員のおっしゃっていることはわかるが、限られた回数、限られた時間の中で、この委員会で全てを行うことはできないので、各小委員会などで進捗管理を行っていただいているところである。

（委員）

　この会議は、福祉全体の会議なのでなかなかそこまではできないが、各小委員会では、委員のおっしゃったようなことはきちんと行っている。例えば、重点施策の実施状況や、進捗管理シートをどうするかなどの話し合いを行っている。その結果を皆様にご報告することはできると思う。
（委員）

　小委員会でそのように進捗状況をチェックして、それを市にフィードバックし、その結果を踏まえて市が動いているのであれば、それで良い。
（４）その他【資料４・資料５・資料６】
　《資料４・５・６については配布のみ》
　《資料７について説明》
（委員）

　学童保育所では、障がい児を何人まで受け入れているか。
（委員）

　各学童で５人まで受け入れしている。また、市の学童保育所で受け入れができない児童に関しては、社会福祉法人の運営している小学生クラブへ紹介している。
（事務局）

　次回、平成28年度第１回の市民福祉推進委員会は、平成28年５月10日（火）午後６時30分～防災センター303会議室で開催します。
（委員長）

　以上で、予定していた議事はすべて終了したため、本日はこれにて閉会します。
本日はありがとうございました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）　　　　　　　　　　　　　　　　　
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